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インターンシップを活用した就職・採用活動日程ルールの見直しについて  

 

令和５年４月 10日 

 

専門知識・技能を持った新卒学生や既卒数年程度の若者が、より一層活躍でき

るようにすることが求められている。学生の学修時間の確保に十分留意しつつ、

通年採用・経験者採用の拡大など企業における採用・キャリアパスの多様化・複

線化の進展、専門性の高い人材や留学生など多様な人材の活躍推進の観点、また、

質の高いインターンシップの実施とその活用により、学生のキャリア形成支援

の充実や企業とのマッチング促進などに資する観点なども踏まえながら、専門

性の高い人材に関する採用日程の弾力化を図ることとし、下記の通り、その具体

的内容を示すこととする。 

 

記 

 

Ⅰ．内容 

現行の就職・採用活動日程ルール 1を原則とする。 

それに加えて、以下のⅡ．の人材については、 

① 卒業・修了年度に入る直前の春休み以降のタイミングで、産学協議会 2

が令和４(2022)年４月にまとめた 3タイプ３のうち専門活用型インター

ンシップを活用すること、かつ 

② インターンシップ後の採用選考を経ること 

により、６月の採用選考開始時期にとらわれないこととする 4。 

 

Ⅱ．対象 

  対象となる人材については、産学協議会が令和４(2022)年４月にまとめた

タイプ３のうち専門活用型インターンシップを通じて判断される者とする 5。 
 

（参考）タイプ３のインターンシップ（就業体験、自らの能力の見極め、評価材料の取得） 

汎用的能力・専門活用型インターンシップ 

① 汎用的能力活用型インターンシップ     実施期間は５日以上 

② 専門活用型インターンシップ        実施期間は２週間以上 

注）実施期間のうち半分を超える日数は職場での就業体験が必要 

                                                 
1 例年、年度末に政府から経済団体・業界団体等に対して行っている就職・採用活動に関する要請におけ

る大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の新規卒業・修了予定者を対象とした就職・採用活動

日程ルールを指す。現行は以下の通り。 

・広報活動開始  ：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降 

・採用選考活動開始：卒業・修了年度の６月１日以降 

・正式な内定日  ：卒業・修了年度の 10月１日以降 
2 日本経済団体連合会と大学関係団体等の代表者により構成される「採用と大学教育の未来に関する産学

協議会」 
3 「採用と大学教育の未来に関する産学協議会 2021年度報告書（2022年 4月 18日公表）」参照。 
4 すなわち、３月の広報活動開始以降であれば、６月以降の採用選考活動開始を待つことなく、内々定を

出すことができることとする。 
5 このほか、タイプ４の「ジョブ型研究インターンシップ」は、博士課程学生対象で実施中、「高度な専

門性を重視した修士課程学生向け」は、産学協議会にて検討中。 
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Ⅲ．留意事項 

１．Ⅰ及びⅡの実施に当たっては、 

 

（１）透明性確保のため、Ⅱ．の人材を求めるためにインターンシップを実施

する企業は、以下の内容を含む事項をＨＰ等で公表する。 

１）産学協議会(令和４(2022)年４月))に準拠したタイプ３のインターンシ

ップの情報開示要件 

① プログラムの趣旨(目的) 

② 実施時期・期間、場所、募集人数、選抜方法、無給/有給等 

③ 就業体験の内容（受入れ職場に関する情報を含む） 

④ 就業体験を行う際に必要な能力 

⑤ インターンシップにおけるフィードバック 

⑥ 採用活動開始以降に限り、インターンシップを通じて取得した学

生情報を活用する旨（活用内容の記載は任意） 

⑦ 当該年度のインターンシップ実施計画（時期・回数・規模等） 

⑧ インターンシップに係る実績概要（過去２～３年程度） 

⑨ 採用選考活動等の実績概要 

２）その他の開示要件 

① 就業体験を行う際に学生に求める大学における学修成果水準(GPA 等) 

② 就業体験を行う際に学生に求める専門的能力 

③ 参考情報として、新卒一括採用に係る採用計画(採用人数等） 

 

（２）多様な人材の活躍を促すため、実施企業は、新卒学生のみならず、博士

課程学生、既卒学生、海外からの日本人及び外国人留学生など多様な人材

にも、同様のインターンシップ、採用選考の機会を設ける。 

 

（３）採用時には、就業後のキャリアパスの多様化に資するため、実施企業は、

学生の専門性や能力を生かすことを考慮する。 

 

２． 学生の学修時間の確保のため、引き続き、日程ルールが守られるよう、

働きかける。 

また、学生の職業選択の自由の確保のため、新卒等の採用を行う企業は、

学生の幅広い就職活動を認めるため、学生の職業選択の自由を妨げる行為

（いわゆるオワハラ等）は行わないこととする。その実効性の担保のため、

学生が相談できる窓口を設けることとする。 

大学は、学生に対し、内々定を受けた後であっても、引き続き就職活動

ができる旨を周知徹底する。仮に不当な行為等があった場合には、キャリ

アセンター等の窓口で相談や企業に対する申し入れができることとする。   

また、ハローワークにおいても、学生からの相談を受けつけ、相談者の

意向も踏まえつつ、事実確認の上で、適切に対処する。 

政府は、就職・採用活動の状況を見ながら、所要の措置の検討を行う。 
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Ⅳ．施行時期 

 

令和７(2025)年度（令和８(2026)年３月）卒業・修了以降の学生を対象とす

る。 

以上 


